平成　　年　　月　　日
社団法人デジタル放送推進協会　理事長　殿
申請者　住所　〒      

　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　   eq \o\ac(○,印)　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　 （ 　　）　　　　
デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付申請書

【放送事業者等（送信設備工事）用】

　デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第７条第１項の規定に基づき、上記助成金の交付について、下記のとおり申請します。

記

１　デジタル混信対策事業の対象施設名（局名）及び設置場所
　　局名：
設置場所：
２　デジタル混信対策事業（工事）の内容

３　助成金交付申請額
　　　　　　　　　　　円
　　対策事業所要額 ①　　　　　　　　　円（消費税　　　　　円を含む）

　　消費税仕入控除予定税額 ②　　　　　　　　　円（未確定の場合は０円とする）

　　助成金申請額 ③　　　　　　　　　円　③＝（①－②）×補助率
内訳
	経費区分
	助成金申請額（事業費×補助率）
	事業費

	施設・整備費
	
	

	用地取得費・道路費
	
	

	合計
	
	


４　デジタル混信対策事業の実施計画
　（１）着工予定日　　　　　　平成　　年　　月　　日

　（２）完了予定日　　　　　　平成　　年　　月　　日
（全体の完了予定日　　　平成　　年　　月　　日）※
※対策事業が複数年度にわたる場合のみ記入
５　資金計画

	収入
	支出

	財源内訳
	
	経費区分
	（事業費）

	助成金
	交付（予定）額
	施設・整備費
	

	
	
	
	

	対策事業を行う者の負担額
	予算額
	用地取得・道路費
	

	
	借入金
	
	
	

	
	自己資金
	
	
	

	
	その他（　　　）注
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	合計
	
	合計
	


注：財源の内容を記入する。
６　助成を必要とする理由

７　添付書類（別紙※）　※別紙　添付書類一覧表を参照
　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
社団法人デジタル放送推進協会　理事長　殿
　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話

　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　電話番号のご記入と押印をお願いします。

デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付申請書

【一般受信者用（受信設備工事用）】

　デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第７条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。
記
１　申請するデジタル混信対策事業（工事）の内容及び費用

（１）デジタル混信対策事業（工事）の内容

　　　デジタルテレビ放送局の一部放送チャンネルの混信対策に伴う受信アンテナの変更その他混信対策に必要な機器の取替又は調整等
（２）デジタル混信対策事業（工事）の費用

　　　工事の費用の額　　　　　　　　円（消費税を含む。）
２　添付資料
（1） 工事内容 (受信アンテナ等の取替・設置機器、調整等)の概要書
（2） 工事費用の見積書
（3） 混信障害がわかる概要書

（4） 誓約書（助成金により受信機を取得する場合）

【助成金の受領に関する委任】
上記の助成金（当該工事に要した代金）について、社団法人デジタル放送推進協会から工事施工業者に対して直接支払うことを希望するため、受領に関する権限を次の受任者に委任します。

　　　　　　　　　　　　　　委任者（氏名）　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　　　　　　　
受任者（工事施工業者）
社名・代表者名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

住所
電話
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

社団法人デジタル放送推進協会　理事長　殿
　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話

　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　電話番号のご記入と押印をお願いします。

デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付申請書

【一般受信者用（有線テレビジョン放送施設（ＣＡＴＶ）加入用）】

　デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第７条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。
記
１　申請するデジタル混信対策事業（工事）の内容及び費用

（１）デジタル混信対策事業（工事）の内容

　　　デジタルテレビ放送局の一部放送チャンネルの混信対策に伴うＣＡＴＶ加入
【注意事項】ＣＡＴＶに加入するための契約料等の初期費用のみを助成対象とします。（月額使用料は助成対象にはなりません。）
（２）デジタル混信対策事業（工事）の費用

　　　ＣＡＴＶ加入契約額　　　　　　　　円（消費税を含む。）
２　添付資料

・加入契約額がわかる見積書等
　・混信障害がわかる概要書

【助成金の受領に関する委任】
上記の助成金（加入に要した代金）について、社団法人デジタル放送推進協会からＣＡＴＶ代理店等に対して直接支払うことを希望するため、受領に関する権限を次の受任者に委任します。

　　　　　　　　　　　　　　委任者（氏名）　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　　　　　　　
受任者（ＣＡＴＶ代理店等）

社名・代表者名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

住所

電話
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           　平成　　年　　月　　日
社団法人デジタル放送推進協会　理事長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者　住所　〒      

氏名　　　　　　　　　　 　　　　  eq \o\ac(○,印)　

電話　　　 （ 　　）　　　

デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付申請書

【共聴施設の管理者（所有者）用】

　デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第７条第１項の規定に基づき、上記助成金の交付について、下記のとおり申請します。

記

１　施設の設置場所　及び施設名称　　　　　　　　　　　　　　

設置場所：

　名称：

２　デジタル混信対策事業（工事）の内容

　　【注意事項】地上デジタル放送の同時再送信に係る設備のみを工事対象とします。

３　助成金交付申請額
　　　　　　　　　　　円

　　対策事業所要額 ①　　　　　　　　　円（消費税　　　　　円を含む）

　　消費税仕入控除予定税額 ②　　　　　　　　　円（未確定の場合は０円とする）

　　助成金申請額 ③　　　　　　　　　円　③＝（①－②）×補助率
内訳

	経費区分
	助成金申請額（事業費×補助率）
	事業費

	施設・整備費
	
	

	用地取得費・道路費
	
	

	合計
	
	


４　デジタル混信対策事業工事の工事日程の概要

　（１）着工予定日　　　　　平成　　年　　月　　日

　（２）完成予定日　　　　　平成　　年　　月　　日
５　添付書類（別紙※）　※別紙　添付書類一覧表を参照
整理番号　　　　　　

平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　

　申請者氏名　　　　　　

　　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社団法人デジタル放送推進協会　理事長　　  eq \o\ac(○,印)　　

デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付決定通知書

【放送事業者等（送信設備工事）用】

　平成　　年　　月　　日付けで交付申請のあったデジタル混信対策事業費補助事業助成金については、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第９条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので、同条同項の規定に基づき通知します。

記

１　デジタル混信対策事業（工事）の対象施設名（局名）

２　デジタル混信対策事業（工事）の内容

　　

３　助成金の額

　　助成金の額は次の額を上限とする。

　　　助成金の額　　　　　　　　　　　円（消費税　　　　　　　円を含む）

　　　　　　（消費税仕入控除予定税額　　　　　　　　　　円）

［内訳］
	経費区分
	交付決定額

	施設・整備費
	

	用地取得費・道路費
	

	合計
	


４　交付条件

　　助成金の交付の条件は、別紙のとおりとする。
　（備考）今後当協会に提出する書類等には上記の整理番号を記入して提出して下さい。
別紙
(1) 法、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び総務省所管補助金等交付規則（平成１２年総理府・郵政省・自治省令第６号）に従わなければならない。
(2) 助成対象事業の内容を変更しようとするときは、あらかじめ社団法人デジタル放送推進協会（以下「当協会」という。）の承認を受けなければならない。
(3) 助成対象事業を中止又は廃止しようとするときは、協会の承認を受けなければならない。
(4) 助成対象事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場合又は助成対象事業の遂行が困難となった場合は、速やかに事故報告書を当協会に提出し、その指示を受けなければならない。
(5) 助成対象事業の遂行及び収支の状況について、当協会から要求があった場合は、速やかに状況報告書を当協会に提出しなければならない。
(6) 助成対象事業が完了したとき（助成対象事業の廃止の承認を受けたときを含む。）は、その日から起算して１５日を経過した日又は３月１０日のいずれか早い日までに、実績報告書を当協会に提出しなければならない。
 (7) 助成対象事業の経理については、助成対象事業以外の経理と明確に区分し、その収支の状況を会計帳簿によって明らかにしておくとともに、その会計帳簿及び収支に関する証拠書類を助成対象事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しておかなければならない。
(8) 助成対象者が当該事業によって取得し、又は効用を増加させた財産（以下(10)及び(11)において「取得財産等」という。）のうち、取得価格が単価５０万円以上のものについて、助成金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようとするときは、あらかじめ交付要綱に定める様式第１８号による承認申請書を当協会に提出し、当協会の承認を受けなければならない（交付要綱第２０条第１項の規定による財産の処分制限期間を経過した場合を除く。）。
(9) 助成対象者が取得財産等を処分することにより収入があると認める場合には、その収入の全部又は一部を当協会に納付させることがある。
(10) 助成対象者は、取得財産等については、事業完了後においても善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、助成金交付の目的に従ってその効率的な運営を図らなければならない。
 (11) 助成金に係る消費税及び地方消費税相当額については、交付要綱の定めるところにより、消費税仕入控除税額が明らかになった場合には、当該消費税仕入控除税額を減額することとなる。
整整理番号　

       　　　　　　　　　　　　　　　           　　平成　　年　　月　　日

　住所　〒

　申請者氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社団法人デジタル放送推進協会　理事長　　  eq \o\ac(○,印)
デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付決定通知書

【一般受信者用】

　平成　　年　　月　　日付けで交付申請のあったデジタル混信対策事業費補助事業助成金については、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第８条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので、同条の規定に基づき通知します。

なお、交付要綱の関係事項を遵守して下さい。
　

記

１　デジタル混信対策事業（工事）の内容

　　　テレビ放送局の一部放送チャンネルの混信対策に伴う受信アンテナの設置変更その他必要な機器の取替え又は調整等

２　助成金の額

　　　助成金の額は次の額を上限とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税　　　　　　　円を含む）

３　交付条件（受信機を取得する場合に限る。）
デジタル混信対策事業によって取得した受信機については、助成金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄しようとするときは、あらかじめ当協会の承認を受けなければならない。ただし、交付要綱第２０条第１項の規定による財産の処分制限期間を経過した場合は、この限りではない。
４　その他（受信機を取得しない場合は、「３　その他」とする。
工事後の受信設備の維持管理は、申請者において行うこととなります。

［備考］

対策等工事に要した費用については、工事完了後、交付要綱に基づいて助成額を確定した後、委任のあった受任者へ助成金が直接支払われます。（助成金の受領を委任していない場合は未記載）
　　　　　　　　　　　◆委任のあった受任者

代表者氏名

住所

電話

整理番号　　　　　　　　
平成　　年　　月　　日　
住所　〒
　　　

　　　　　　　　　　　　
社団法人デジタル放送推進協会　理事長　　  eq \o\ac(○,印)
　

　　デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付決定通知書

　

　平成　　年　　月　　日付けで交付申請のあったデジタル混信対策事業費補助事業助成金については、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第８条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので、同条の規定に基づき通知します。
　なお、交付要綱の関係事項を遵守して下さい。
　

記

１　デジタル混信対策事業（工事）の内容

デジタルテレビ放送局の一部放送チャンネルの混信対策に伴うＣＡＴＶ加入

【注意事項】ＣＡＴＶに加入するための契約料等の初期費用のみを助成対象とします。（月額使用料は助成対象にはなりません。）
２　助成金の額

　　助成金の額は次の額を上限とする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税　　　　　　　円を含む）

３　交付条件

デジタル混信対策事業によって締結した有線テレビジョン放送施設を利用するための契約を解約したことにより収入があると認める場合には、その収入を社団法人デジタル放送推進協会に納付させることがある。
４　その他

屋内配線部分である保安器出力端子からテレビ受信機までの部分は、申請者において維持管理を行うことになります。

［備考］

対策等工事に要した費用については、工事完了後、交付要綱に基づいて助成額を確定した後、委任のあった受任者へ助成金が直接支払われます。（助成金の受領を委任していない場合は未記載）
　　　　　　　　　　　◆委任のあった受任者（ＣＡＴＶ代理店等）

代表者氏名

住所
電話

整理番号　　　　

       　　　　　　　　　　　　　　　             平成　　年　　月　　日

　住所　〒
　申請者氏名　　　　　

　　　　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　社団法人デジタル放送推進協会　理事長　　  eq \o\ac(○,印)
デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付決定通知書

【共聴施設の管理者（所有者）用】

　平成　　年　　月　　日付けで交付申請のあったデジタル混信対策事業費補助事業助成金については、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第８条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので、同条の規定に基づき通知します。

記

１　デジタル混信対策事業（工事）の内容

　　　　　

２　助成金の額

　　助成金の額は次の額を上限とする。

　　　助成金の額　　　　　　　　　　円（消費税　　　　　　　円を含む）

［内訳］

	経費区分
	交付決定額

	施設・整備費
	

	用地取得費・道路費
	

	合計
	


３　交付条件

　　助成金の交付の条件は、別紙のとおりとする。
　（備考）今後当協会に提出する書類等には上記の整理番号を記入して提出して下さい。
別紙
(1) 法、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び総務省所管補助金等交付規則（平成１２年総理府・郵政省・自治省令第６号）に従わなければならない。
(2) 助成対象事業の内容を変更しようとするときは、あらかじめ社団法人デジタル放送推進協会（以下「当協会」という。）の承認を受けなければならない。
(3) 助成対象事業を中止又は廃止しようとするときは、当協会の承認を受けなければならない。
(4) 助成対象事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場合又は助成対象事業の遂行が困難となった場合は、速やかに事故報告書を当協会に提出し、その指示を受けなければならない。
(5) 助成対象事業の遂行及び収支の状況について、当協会から要求があった場合は、速やかに状況報告書を当協会に提出しなければならない。
(6) 助成対象事業が完了したとき（助成対象事業の廃止の承認を受けたときを含む。）は、その日から起算して１５日を経過した日又は３月１０日のいずれか早い日までに、実績報告書を当協会に提出しなければならない。
 (7) 助成対象事業の経理については、助成対象事業以外の経理と明確に区分し、その収支の状況を会計帳簿によって明らかにしておくとともに、その会計帳簿及び収支に関する証拠書類を助成対象事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しておかなければならない。
(8) 助成対象者が当該事業によって取得し、又は効用を増加させた財産（以下(10)及び(11)において「取得財産等」という。）のうち、取得価格が単価５０万円以上のものについて、助成金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようとするときは、あらかじめ交付要綱に定める様式第１８号による承認申請書を当協会に提出し、当協会の承認を受けなければならない（交付要綱第２０条第１項の規定による財産の処分制限期間を経過した場合を除く。）。
(9) 助成対象者が取得財産等を処分することにより収入があると認める場合には、その収入の全部又は一部を当協会に納付させることがある。
(10) 助成対象者は、取得財産等については、事業完了後においても善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、助成金交付の目的に従ってその効率的な運営を図らなければならない。
(11) 助成金に係る消費税及び地方消費税相当額については、交付要綱の定めるところにより、消費税仕入控除税額が明らかになった場合には、当該消費税仕入控除税額を減額することとなる。
整整理番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　平成　　年　　月　　日

　住所　〒
　　申請者氏名　　　　　

　　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社団法人デジタル放送推進協会　理事長　　　 eq \o\ac(○,印)
デジタル混信対策事業費補助事業助成金不交付決定通知書

　平成　　年　　月　　日付けで交付申請のあったデジタル混信対策事業費補助事業助成金については、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第８条第５項の規定に基づき、下記のとおり交付しないことに決定したので、同条の規定に基づき通知します。

記

１　デジタル混信対策工事の内容

　　

２　不交付とした理由

　　　

平成　　年　　月　　日


社団法人デジタル放送推進協会　理事長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　〒

　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付申請取下げ届出書

　平成　　年　　月　　日付け整理番号　　　　　　　　　　をもって交付決定通知を受けたデジタル混信対策事業費補助事業助成金については、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第９条第１項の規定により、平成　　年　　月　　日付け助成金交付申請書を取り下げます。

記

１　交付決定通知を受けたデジタル混信対策工事の内容

　

２　申請を取り下げる理由

平成　　年　　月　　日

社団法人デジタル放送推進協会　理事長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　〒　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名                         eq \o\ac(○,印)
デジタル混信対策事業変更承認申請書

　平成　　年　　月　　日付け整理番号　　　　　　　　　　をもって交付決定通知を受けたデジタル混信対策事業を下記のとおり変更したいので、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第１０条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。
　　　　　

記

１　交付決定通知を受けたデジタル混信対策事業の内容

　　

２　交付対象事業（工事）の変更の内容

　　
３　変更を必要とする理由

　　　

４　変更が交付対象事業（工事）に及ぼす影響

　　
　
５　助成金額

	変更前（既交付決定額）
	変更申請金額

	　　　　　　　　　　　円

（消費税　　　　円を含む）
消費税仕入控除予定税額

　　　　　　　　　　　円
	対策事業所要金額　① 　　　　　　　　円

　　　　 （消費税　　　　　　円を含む）

消費税仕入控除予定税額

　　　　　　　　　② 　　　　　　　　円
助成金申請金額　　③ 　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　③＝①－②


６　添付書類（別紙）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
整理番号
平成　　年　　月　　日

社団法人デジタル放送推進協会　理事長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　〒　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名                       eq \o\ac(○,印)
デジタル混信対策事業中止（廃止）承認申請書

　平成　　年　　月　　日付け整理番号　　　　　　　　　をもって交付決定通知を受けたデジタル混信対策事業を中止（廃止）したいので、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第１０条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１　申請の対象となるデジタル混信対策事業（工事）の内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　交付対象事業（工事）を中止（廃止）する理由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　交付対象事業（工事）の遂行の状況（詳細は別紙による）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　費用の支出額内訳

　（１）本件に関して交付決定がされている額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税　　　　　　円を含む）

　（２）既に助成金の一部の支払を受けている場合の支払金額合計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税　　　　　　円を含む）

　（３）既に実施した工事の金額合計（詳細は別紙による）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税　　　　　　円を含む）

５　工事の再開の見通し

　（１）中止期間　　　　平成　年　月　日　から　平成　年　月　日　まで

　（２）完了予定日　　　　平成　年　月　日

６　廃止予定日　　　　　　平成　年　月　日

７　交付対象工事を中止（廃止）後の措置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８　添付書類

　（１）交付対象工事の遂行の詳細状況を記載した書類

　（２）支出すべき金額の証拠書類（いずれも写し、既提出分を除く）

　　　ア　請求書、領収書又は金融機関発行の口座振替通知書

　　　イ　納品書又は竣工届

　
注１　記５は工事を中止する場合のみ記載すること。

　注２　記６は工事を廃止する場合のみ記載すること。
整理番号
平成　　年　　月　　日
　住所　〒
　　　　　　　　　　　　　　　

　申請者氏名             

　                   　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社団法人デジタル放送推進協会　理事長　　　 eq \o\ac(○,印)　　

デジタル混信対策事業変更承認通知書

　平成　　年　　月　　日付けで変更承認申請のあったデジタル混信対策事業については、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第１０条第２項の規定に基づき、下記のとおり決定したので、同項の規定に基づき通知します。

記

１　変更承認の対象となるデジタル混信対策事業（工事）の内容

　　
２　交付対象事業の変更内容

　　
　
３　変更承認の内容

　　助成金額

　
	変更前（既交付決定額）
	今回（新交付決定額）

	　　　　　　　　　　　　円

　（消費税　　　　　円を含む）

消費税仕入控除予定税額

　　　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　　　　円

　（消費税　　　　　　円を含む）

消費税仕入控除予定税額

　　　　　　　　　　　　　円


４　承認の条件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　整理番号　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  平成　　年　　月　　日

　住所　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　申請者氏名　　　　　　 

　                   　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社団法人デジタル放送推進協会　理事長　　　 eq \o\ac(○,印)　　

デジタル混信対策事業中止（廃止）承認通知書

　平成　　年　　月　　日付けで中止（廃止）承認申請のあったデジタル混信対策事業については、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第１０条第２項の規定に基づき、下記のとおり決定したので、同項の規定に基づき通知します。

記

１　中止（廃止）承認の対象となるデジタル混信対策事業の内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　承認の内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　承認の条件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  平成　　年　　月　　日

社団法人デジタル放送推進協会　理事長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　〒　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
デジタル混信対策事業事故報告書

　平成　　年　　月　　日付け整理番号　　　　　　　　　　をもって交付決定通知を受けたデジタル混信対策事業に係る事故について、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第１１条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

　

記

１　申請の対象となるデジタル混信対策事業（工事）の内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　事故の内容及び原因

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　交付対象事業の現在の進捗状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　事故に係る金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

５　事故に対してとった措置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６　交付対象事業の遂行及び完了の予定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成　　年　　月　　日


社団法人デジタル放送推進協会　理事長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　〒　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
デジタル混信対策事業状況報告書

　平成　　年　　月　　日付け整理番号　　　　　　　　　　をもって状況報告の提出を求められたデジタル混信対策事業については、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第１２条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　デジタル混信対策事業（工事）の内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　交付対象事業の遂行の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　交付対象事業の収支の状況

　（１）本件に関して交付の決定がされている額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税　　　　　　　円を含む）

　（２）既に助成金の一部の支払を受けている場合の支払金額合計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税　　　　　　　円を含む）

　（３）既に支出している金額合計（詳細は別紙による）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税　　　　　　　円を含む）
４　完了予定日　　　平成　　年　　月　　日

５　その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６　添付書類

　（１）交付対象事業の遂行の詳細状況を記載した書類

　（２）既に支出している金額の証拠書類（いずれも写し）

　　　ア　請求書、領収書又は金融機関発行の口座振替通知書

　　　イ　納品書又は竣工届
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 平成　　年　　月　　日


社団法人デジタル放送推進協会　理事長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　〒　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　 　　 eq \o\ac(○,印)
デジタル混信対策事業実績報告書

【放送事業者等（送信設備工事）用】
　平成　　年　　月　　日付け整理番号　　　　　　　　　　をもって交付決定通知を受けたデジタル混信対策事業は、完了しましたので、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第１３条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　デジタル混信対策事業の対象施設名（局名）及び設置場所

　　局名：

設置場所：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　事業の完了年月日

　　平成　　年　　月　　日

３　事業の実施状況
	区分
	交付決定年月日
	概算払（一部の支払）金額

（累計）
	助成金交付実績額

	
	交付決定額
	
	

	助成金
	平成　年　月　日
	
	

	
	
	
	


４　事業の実績額
	経費区分
	交付決定額
	実績額

	施設・整備費
	
	

	用地取得費・道路費
	
	

	合計
	
	



　（１）交付対象工事の実績額（総額）

　　　　工事所要金額① 　　　　　　　　　　 　円（消費税　　　　　円を含む）

　　　　消費税仕入控除税額② 　　　　　　　　　　 　円

　　　　交付対象経費実績額③ 　　　　　　　　　　 　円　③＝（①－②）×補助率
　　　　消費税仕入控除税額（①②の該当項目を○で囲んで下さい）
1 確定

2 未定

　（２）既に助成金の一部の支払を受けている場合の支払済み額の合計④　＊注１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税　　　　　円を含む）

　（３）本件報告により精算払を受けようとする金額⑤　　⑤＝③－④

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税　　　　　円を含む）

５　添付書類

　（１）交付対象工事の契約書又は注文請書の写し

　（２）交付対象工事の収支精算した書類　＊注２
　（３）交付対象工事の支出に関する証拠書類（いずれも写し）

　　　ア　請求書、領収書又は金融機関発行の口座振替通知書

　□　既に提出済みの内容と同一のため、添付省略（添付省略の場合は□に(印を付けること）

　　　イ　納品書又は竣工届

□　既に提出済みの内容と同一のため、添付省略（添付省略の場合は□に(印を付けること）
　（４）無線局申請書類の写し（申請書（鑑）、事項書、工事設計書（添付図面を除く）＊注３
（５）当該施設の完成写真

注１　一部の支払を受けていない場合は、０円と記入する。

注２　添付書類（２）は、助成金の一部の支払を行った内容を含めて工事全体の収支を記述すること。

注３　総合通信局が受領済みであることが確認できる部分を提出すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　

整理番号 
平成　　年　　月　　日

社団法人デジタル放送推進協会　理事長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　〒　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　 　　 eq \o\ac(○,印)
デジタル混信対策事業実績報告書

デジタル混信対策事業助成金精算払請求書

【一般受信者用（受信設備工事用）】
　平成　　年　　月　　日付けをもって交付決定通知を受けたデジタル混信対策工事は完了したので、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第１３条の規定に基づき、下記のとおり報告し、併せて第１５条による助成金精算払請求書を提出します。

記

１　デジタル混信対策工事の内容

　　　デジタルテレビ放送局の一部放送チャンネルの混信対策に伴う受信アンテナの変更その他混信対策に必要な機器の取替又は調整等
２　交付対象工事の完了年月日

平成　　年　　月　　日

３　デジタル混信対策事業（工事）の実績額（請求額）

　　　実績額　　　　　　　　円（消費税を含む。）
４　添付資料

（1） 工事内容 (受信アンテナ等の取替・設置機器、調整等)の概要書
□　交付申請時に添付した工事内容と同じため、添付省略（添付省略の場合は、□に(印を付けること）
（2） 工事費用の請求書
□　交付申請時に添付した見積額及び内訳と同じため、添付省略（添付省略の場合は、□に(印を付けること）

（３）当該施設の完成写真
（４）混信改善がわかる概要書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　

整理番号 

平成　　年　　月　　日

社団法人デジタル放送推進協会　理事長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　〒　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　 　　 eq \o\ac(○,印)
デジタル混信対策事業実績報告書

デジタル混信対策事業助成金精算払請求書

【一般受信者用（有線テレビジョン放送施設（ＣＡＴＶ）加入用）】

　平成　　年　　月　　日付けをもって交付決定通知を受けたデジタル混信対策工事は完了したので、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第１３条の規定に基づき、下記のとおり報告し、併せて第１５条による助成金精算払請求書を提出します。

記

１　デジタル混信対策工事の内容

　　デジタルテレビ放送局の一部放送チャンネルの混信対策に伴うＣＡＴＶ加入
２　交付対象工事の完了年月日

平成　　年　　月　　日

３　デジタル混信対策事業（工事）の費用

　　　ＣＡＴＶ加入契約額　　　　　　　　円（消費税を含む。）
４　添付資料

・加入契約料の請求書
□　交付申請時に添付した見積額及び内訳と同じため、添付省略（添付省略の場合は、□に(印を付けること）
　・混信改善がわかる概要書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 平成　　年　　月　　日


社団法人デジタル放送推進協会　理事長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　〒　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　 　　 eq \o\ac(○,印)
デジタル混信対策事業実績報告書

【共聴施設の管理者（所有者）用】
　平成　　年　　月　　日付け整理番号　　　　　　　　 　　をもって交付決定通知を受けたデジタル混信対策事業は、完了しましたので、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第１３条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　デジタル混信対策事業の対象施設名及び設置場所

　　施設名：

設置場所：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　事業の完了年月日

　　平成　　年　　月　　日

３　事業の実施状況
	区分
	交付決定年月日
	概算払（一部の支払）金額

（累計）
	助成金交付実績額

	
	交付決定額
	
	

	助成金
	
	
	

	
	
	
	


４　事業の実績額
	経費区分
	交付決定額
	実績額

	施設・整備費
	
	

	用地取得費・道路費
	
	

	合計
	
	



　（１）交付対象工事の実績額（総額）

　　　　工事所要金額① 　　　　　　　　　　 　円（消費税　　　　　円を含む）

　　　　消費税仕入控除税額② 　　　　　　　　　　 　円

　　　　交付対象経費実績額③ 　　　　　　　　　　 　円　③＝（①－②）×補助率

　　　　消費税仕入控除税額（①②の該当項目を○で囲んで下さい）
1 確定

2 未定

　（２）既に助成金の一部の支払を受けている場合の支払済み額の合計④　＊注１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税　　　　　円を含む）

　（３）本件報告により精算払を受けようとする金額⑤　　⑤＝③－④

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税　　　　　円を含む）

５　添付書類

　（１）交付対象工事の契約書又は注文請書の写し

　（２）交付対象工事の収支精算した書類　＊注２
　（３）交付対象工事の支出に関する証拠書類（いずれも写し）
　　　ア　請求書、領収書又は金融機関発行の口座振替通知書

□　既に提出済みの内容と同一のため、添付省略（添付省略の場合は、□に(印を付けること）

　　　イ　納品書又は竣工届

□　既に提出済みの内容と同一のため、添付省略（添付省略の場合は、□に(印を付けること）
　（４）有線テレビジョン放送法又は有線電気法に係る申請（届出）書の写し　＊注3
（５）当該施設の完成写真
　（６）混信改善がわかる概要書
注１　一部の支払を受けていない場合は、０円と記入する。

注２　添付書類（２）は、助成金の一部の支払を行った内容を含めて工事全体の収支を記述すること。

注３　総合通信局が受領済みであることが確認できる部分を提出すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　整理番号　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　住所　〒　

　　　　　　　　　　　　　　　

　申請者氏名　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　殿

社団法人デジタル放送推進協会　理事長　　　 eq \o\ac(○,印)　　

デジタル混信対策事業費補助事業助成金の額の確定通知書

【放送事業者等（送信設備工事）用】
【共聴施設の管理者（所有者）用】
　平成　　年　　月　　日付けで実績報告のあったデジタル混信対策事業の助成金については、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第１４条第１項の規定に基づき、下記のとおり額を確定したので、同項の規定に基づき通知します。

記

１　助成金の確定額は、　　　　　　　　　円　とする。
２　内訳

	経費区分
	交付確定額

	施設・整備費
	

	用地取得費・道路費
	

	合計
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　整理番号　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　住所　〒　

　　　　　　　　　　　　　　　

　申請者氏名　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　殿

社団法人デジタル放送推進協会　理事長　　 eq \o\ac(○,印)　　

デジタル混信対策事業費補助事業助成金の額の確定通知書

【一般受信者用】

　平成　　年　　月　　日付けで実績報告のあったデジタル混信対策事業の助成金については、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第１４条第１項の規定に基づき、下記のとおり額を確定したので、同項の規定に基づき通知します。

記

・　助成金の確定額は、　　　　　　　　　円　とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 平成　　年　　月　　日


社団法人デジタル放送推進協会　理事長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　〒　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
デジタル混信対策事業費補助事業助成金精算（概算）払請求書

【放送事業者等（送信設備工事）用】
【共聴施設の管理者（所有者）用】
平成　　年　　月　　日付け整理番号　　　　　　をもって eq \o(\s\up 11(助成金の額の確定通知),\s\do 4(交付決定通知)) 
を受けたデジタル混信対策事業について、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第１５条第２項の規定に基づき、下記のとおり eq \o(\s\up 11(請求),\s\do 4(返還)) します。
記

１　デジタル混信対策事業の対象施設名（局名）及び設置場所

　　施設名（局名）：

設置場所：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　請求（返還）金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税　　　　　　　円を含む）

３　内訳
（精算払の場合）

	交付決定額
	確定額①
	概算払（一部の支払）
受領額（累計）②
	差額請求（返還）

①－②

	　　　　　　　　　　　　　　　　円

（消費税　　　　　　円を含む）
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

（消費税　　　　　　円を含む）
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

（消費税　　　　円を含む）
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

（消費税　　　　円を含む）


　（概算払の場合）
	交付決定額①
	前回までの概算払
受領額②
	今回請求額③
	残額

①－②－③

	　　　　　　　　　　　　　　　　円

（消費税　　　　　　円を含む）
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

（消費税　　　　　　円を含む）
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

（消費税　　　　円を含む）
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

（消費税　　　　円を含む）


４　振込み先口座

　　　　　　　　　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(フリガナ),金融機関)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　銀行　 注
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支店

　　　　　　　　　　口座番号

　　　　　　　　　　　　　　　普通・当座　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(フリガナ),口座名義)　　　　　　　　　　　　　　　　　

５　経理担当者　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　（内線）　　　　
　　注　　銀行には、信用金庫、信用組合、商工組合中央金庫、労働金庫、農林中央金庫、

　　　　信用農業協同組合連合会､信用漁業協同組合連合会及びゆうちょ銀行を含みます。

　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　平成　　年　　月　　日


社団法人デジタル放送推進協会　理事長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　〒　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
デジタル混信対策事業費補助事業助成金の一部の支払承認申請書

　平成　　年　　月　　日付け整理番号　　　　　　　　　　　をもって交付決定通知

を受けたデジタル混信対策事業については、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第１６条第１項の規定に基づき、下記のとおり状況を報告し、助成金の一部の支払の承認を申請します。

記

１　デジタル混信対策事業（工事）の内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　一部の支払を受けたい理由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　交付対象事業の遂行の状況（詳細は別紙による）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４　交付対象事業の収支の状況

　（１）本件に関して交付決定がされている額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税　　　　　　　円を含む）
　（２）既に助成金の一部の支払を受けている場合の支払金額合計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税　　　　　　　円を含む）
５　本件報告により助成金の一部の支払を受けようとする金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税　　　　　　　円を含む）
６　添付書類

　（１）一部の支払を受けようとする内容に係る精算をした書類

　（２）一部の支払を受けようとする支出に関する証拠書類（いずれも写し）

　　　ア　請求書、領収書又は金融機関発行の口座振替通知書

　　　イ　納品書又は竣工届

　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　 整理番号　　　　　　　　　　

       　　　　　　　　　　　　　　　             平成　　年　　月　　日

　住所　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　申請者氏名　　　　　

　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社団法人デジタル放送推進協会　理事長　　 eq \o\ac(○,印)　　

デジタル混信対策事業費補助事業助成金の一部の支払承認通知書

　平成　　年　　月　　日付けのデジタル混信対策事業費補助事業助成金の一部の支払承認申請については、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第１６条第２項の規定に基づき、下記のとおり一部支払の額を決定したので、同条の規定に基づき通知します。

記

１　デジタル混信対策事業（工事）の内容

　　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　本件申請に係る助成金の一部の支払の金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税　　　　　　円を含む）


平成　　年　　月　　日
社団法人デジタル放送推進協会　理事長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　〒　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
デジタル混信対策事業費補助事業助成金の一部の支払請求書

　平成　　年　　月　　日付け整理番号　　　　　　　　　　　をもって助成金の一部の支払承認通知を受けたデジタル混信対策事業（工事）について、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱第１６条第４項の規定に基づき、下記のとおり請求します。

記

１　デジタル混信対策工事の内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　助成金の一部の支払請求金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税　　　　　　　　円を含む）

３　振込み先口座

　　　　　　　　　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(フリガナ),金融機関)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　銀行　　注
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支店

　　　　　　　　　　口座番号

　　　　　　　　　　　　　　　普通・当座　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ ゴシック" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(フリガナ),口座名義)　　　　　　　　　　　　　　　　　
４　経理担当者　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　（内線）　　　　
　　注　銀行には、信用金庫、信用組合、商工組合中央金庫、労働金庫、農林中央金庫、

　　　　信用農業協同組合連合会、信用漁業協同組合連合会及びゆうちょ銀行を含みます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

社団法人デジタル放送推進協会　理事長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　〒　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
デジタル混信対策事業費補助事業助成金に係る消費税の確定に伴う報告書

　平成　　年　　月　　日付け整理番号　　　　　　　　　　をもって助成金の額の確定を受けたデジタル混信対策事業について、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱（以下「交付要綱」という）第１８条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　デジタル混信対策事業の内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　助成金確定額（交付要綱第１５条（第１６条）に基づく確定額）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（消費税　　　　　　　円を含む）

３　助成金の確定時における消費税仕入控除予定税額（見込額）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円・・・①
４　消費税額の確定に伴う助成金に係る消費税仕入控除税額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円・・・②

５　助成金の返還相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円・・・②－①

　　　　注）確定時の消費税及び地方税確定申告書（控）または、これに代わる

　　　　　　証拠書類を添付すること。

平成　　年　　月　　日

社団法人デジタル放送推進協会　理事長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　〒　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
デジタル混信対策事業費補助事業助成金に係る財産処分申請（届出）書

　平成　　年　　月　　日付け整理番号　　　　 　　　　　　をもって助成金の交付を
受けたデジタル混信対策事業について、デジタル混信対策事業費補助事業助成金交付要綱 eq \o(\s\up 11(第２１条第１項),\s\do 4(第２２条第１項)) の規定に基づき、下記のとおり eq \o(\s\up 11(申請します。),\s\do 4(届け出ます。)) 
記

１　処分の内容

（取得財産の目的外利用、交換、賃貸、担保、取り壊し又は廃棄の別）

２　処分の理由

３　助成金により取得した財産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　当該財産を取得した年月日

　　平成　　年　　月　　日

５　理由

様式第１（１）





様式第２（１）





様式第３





様式第４





様式第５　　　　　





【一般受信者用（有線テレビジョン放送施設（ＣＡＴＶ）加入用）】





申請者氏名　


　　　　　　　　　　　　　　　殿





様式第８








様式第１０





様式第１１（１）





様式第１２（１）





様式第１３








様式第１５








様式第１７








様式第２（３）











様式第７





様式第１（４）





様式第２（２）





様式第１４




















様式第１８

















様式第６








様式第1（３）


























様式第１２（２）





様式第１１（４）














様式第１１（３）








様式第２（４）











様式第１（２）








様式第１１（２）

















様式第１６
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